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訪日外国人旅行者数の年別推移（2003～2022年）
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2022年計383.2万人
88.0%減（1,458.6%増）

1月: 1.8万人 99.3%減
（61.8%減）

2月: 1.7万人 99.4%減
（127.3%増）

3月: 6.6万人 97.6%減
（438.6%増）

4月:14.0万人 95.2%減
（1185.8%増）

5月:14.7万人 94.7%減
（1365.3%増）

6月:12.0万人 95.8%減
（1201.8%増）

7月:14.5万人 95.2%減
（183.2%増）

8月:17.0万人 93.3%減
（555.6%増）

対2019年比

%は対2019年同月比
（ ）内は対前年同月比

ビジット・ジャパン
キャンペーン開始

0.0%
9月:20.7万人 90.9%減

（1,066.1%増）

10月:49.9万人 80.0%減
（2,155.0%増）

11月:93.5万人 61.7%減
（4,418.4%増）

12月:137万人 45.8%減
（11,237.3%増）
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日本の水際対策の緩和の流れ（2022年）

3月1日～ 6月10日～ 9月7日～ 10月11日～

外国人の
新規入国

ビジネス客、留学生
技能実習生等容認
（観光客は不可）

添乗員付き
パッケージツアーの
観光客を容認

添乗員を伴わない
パッケージツアーの
観光客を容認

1日当たりの
入国者上限

5,000人
7,000人（3/14～）
1万人（4/10～）

2万人 5万人

観光査証 ー 必須 必須

出国前検査 必要 必要 ワクチン接種者:不要
ワクチン未接種者:必要

ワクチン接種者:不要
ワクチン未接種者:必要

入国時検査 必要 青・黄（3回接種）:不要
黄（接種なし）・赤:必要 不要

入国後の
待機期間

3日間自宅・宿泊施設待機
※非指定国（3回接種）は

待機なし

3日間自宅・宿泊施設待機
※青・黄（3回接種）は待機なし 不要

個人（自由）
旅行の解禁

上限撤廃

短期滞在者の
ビザ取得免除
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ワクチン接種者 ワクチン未接種者・未完了者

出発前
PCR検査

入国後
PCR検査

現地での
待機

出発前
PCR検査

入国後
PCR検査

現地での
待機

米国 入国不可

カナダ 不要 不要 入国不可

英国

ドイツ

フランス

イタリア

日本

2022年8月1日～ 水際措置を撤廃

入国不可

先進主要国７ヵ国（G7）の水際対策比較（2022年10月11日～）

不要

2022年6月1日～ 水際措置を撤廃

2022年6月11日～ 水際措置を撤廃

2022年3月18日～ 水際措置を撤廃

必要2022年10月11日～ 不要 不要

2022年10月1日～ 水際措置を撤廃



ウイズ・ポストコロナの訪日旅行に向けたワーキンググループ

三
つ
の
テ
ー
マ

①管理型旅行による
訪日旅行の再開

③旅行業における
新型コロナウイルス
対応ガイドライン

②インバウンド旅行客
受入再開にむけた

意識調査

〇インバウンド再開時に具体的に必要な留
意点等を加え作成

〇国内の宿泊、飲食、輸送、観光施設、自治体、Ｄ
ＭＯへの訪日受入再開にむけた意識調査を定期
的に実施し、時間軸による意識の変化を分析する

<安心・安全のため、行程・顧客が管理されたツアー＞
【受入はビジネストラックの受け入れ条件に準じ、ガイドライ
ン遵守】
〇通訳案内士同行 〇保険付保
〇使用する車両、施設はコロナ感染症対策が施されている
〇ツアーオペレーター品質認証会社の活用

JATAとしての国際交流に向けた取り組み
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5月

国
を
挙
げ
て
の
訪
日
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
実
施

観光を目的とした訪日インバウンド再開に向けたロードマップ 0201

【注意】このロードマップに記載の各種スケジュールはJATAが独自に
予測したものであり、公式発表された計画ではございません。

STEP 1
「訪日観光客の試験的受入期」

小規模管理型旅行による
訪日観光客受入実証事業

小規模管理型旅行実証事業
・オミクロン株非指定国、ワクチン３回接種者を
対象とした少人数ツアーの実証事業
・出国前72時間以内陰性証明取得
・添乗員同行による行程・安全管理
・民間医療保険、コロナ費用保険加入
・コロナ後の訪日誘客強化につながる観光コン
テンツを含める。
・公共交通機関の利用可
・訪問先は緊急事態宣言及びまん防等の発令
されていない地域

6/7ガイドライン発表

感染者数の鎮静化

訪日観光客受入実証事業実施

厚労省【措置（27）※継続】

COVID19 感染症法の分類2類から5類への移行の検討

STEP 2
「管理型旅行の受入再開期」

旅行会社を受入責任者とした
管理型旅行

ブースター接種率８０％突破

添乗員付きパッケージツアー
①受入責任者としてERFSに登録義務
②観光庁ガイドライン
・ガイドラインへの誓約義務
・民間医療保険加入
・添乗員同行による行程・安全管理

水際措置
①措置28に準じた青色国のみ対象
②出国前72時間以内陰性証明取得
③入国者総数引上げ 20000人/人
④国際線受入拡大
・主要5空港以外に新千歳、那覇を追加

⑤青色国について、ワクチン接種の有無を
問わない。ワクチン接種者について、日本
入国時の抗原定量検査の免除を拡大

観光目的の入国再開

厚労省【措置（28・29）※へ移行】

6月～8月

STEP３
「管理型旅行による受入拡大」

観光目的の入国における
条件緩和

添乗員なしパッケージツアー
①対象国を全ての地域・国とする
②観光目的において、添乗員の同行を伴わ
ないパッケージツアー受入開始
③添乗員なしの際、行程・安全管理を撤廃。

水際措置
①出国72時間前の陰性証明撤廃
②入国者総数引上げ 50000人/人
➂青色国について、ワクチン接種の有無を問
わない。ワクチン接種者について、日本入国
時の抗原定量検査の免除を拡大

観光目的の入国条件緩和

9/2改正ガイドライン発表

9月7日～10月10日

STEP4

「訪日観光全面再開期」

観光目的の入国における
完全撤廃

パッケージツアー限定措置を解除
・ERFS登録の廃止
・査証免除措置、観光査証の適用再開

水際措置
①入国者総数の上限撤廃→無制限
②青・黄・赤の区分撤廃
③世界保健機関（WHO）の緊急使用
リストにあるワクチンの接種証明書
又は出国前72時間以内陰性証明いず
れかの提出義務
④国際線受入の順次再開。

観光目的の入国制限撤廃

10月11日～

インバウンド全面再開に向けて

水際措置の全面撤廃

2023年5月～

STEP5
「水際措置全面撤廃」

水際措置
①COVID19の2類相当から5類への移行
②ワクチンの接種証明書、出国前72時間
以内に受けた検査の陰性証明書提出義
務の撤廃
③空港・海港の全面再開

オーバーツーリズムへの配慮
・サステナブルツーリズム（SDGs)の推進
・地方誘客
・富裕層
・アドベンチャートラベル

感染防止対策の徹底
・ファストトラックの推奨
・③密回避、マスクの着用、手指消毒9/26ガイドライン撤廃発表 12
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出典:日本政府観光局（JNTO) 、2022年6月～の観光客数は出入国在留管理庁

訪日外国人旅行者数の月別推移（2020年2月～2022年）
（千人） 2020年

4/7～5/25 緊急事態宣言（東京）
2021年

1/8～3/21 4/25～6/20 7/12～9/30

※PT=パッケージツアー
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3/1～
ビジネス客、留学生等

の新規入国容認

9/7～
観光客

（添乗員なしPT）
新規入国容認

10/11～
個人旅行解禁
ビザ取得免除

東京パラリンピック

8月24日～9月15日

東京オリンピック
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2019年 2022年

（人） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2019年 2,689,339 2,604,322 2,760,136 2,926,685 2,773,091 2,880,041 2,991,189 2,520,134 2,272,883 2,496,568 2,441,274 2,526,387

2022年 17,766 16,719 66,121 139,548 147,046 120,430 144,578 169,902 206,641 498,646 934,500 1,370,000

回復率 0.7% 0.6% 2.4% 4.8% 5.3% 4.2% 4.8% 6.7% 9.1% 20.0% 38.3% 54.2%

出典:日本政府観光局（JNTO) 

訪日外国人旅行者数の月別回復率（2019年対比）
（千人）
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国・地域別訪日外客数の割合（2019年10-12月vs2022年10-12月）

出典:日本政府観光局（JNTO) 

東アジア
4,626千人

62%

東南アジア
1,311千人

18%

米州
573千人

8%

欧州
383千人

5%

韓国
650千人

9%

中国
2,192千人

29%

台湾
1,154千人

15%

香港
630千人

8%

タイ
451千人

6%

米国
447千人

6%

その他
330千人

4%

2019年
10-12月

7,464千人
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東アジア
1,536千人

55%東南アジア
585千人

21%

米州
300千人

11%

欧州
128千人

5%

韓国
894千人

32%

中国
76千人

3%

台湾
305千人

11%香港
261千人

9%

タイ
169千人

6%

ベトナム
93千人

3%

米国
247千人

9%

その他
144千人

5%

2022年
10-12月

2,803千人

ロシア
5千人（0%）

スペイン
10千人（1%）

イタリア
15千人（1%）

ドイツ
26千人（2%）

フランス
33千人（2%）

英国
39千人（2%）

メキシコ
6千人（0%）

カナダ
46千人（2%）

オーストラリア
74千人（2%）

インド
22千人（1%）

フィリピン
76千人（3%）

インドネシア
62千人（2%）

マレーシア
62千人（2%）

シンガポール
122千人（3%）

中東地域
15千人（1%）

地域 2019年10-12月 2022年10-12月

東アジア 62.0% 54.8％
東南アジア 17.6% 20.9％
米州 7.7% 10.7％
欧州 5.1% 4.6％

ロシア
36千人（1%）

スペイン
32千人（1%）

イタリア
38千人（1%）

ドイツ
59千人（1%）

フランス
84千人（2%）

英国
134千人（3%）

メキシコ
20千人（0%）

カナダ
106千人（2%）

オーストラリア
173千人（2%）

インド
41千人（1%）

フィリピン
211千人（3%）

インドネシア
131千人（1%）

マレーシア
192千人（2%）

シンガポール
208千人（2%）

中東地域
27千人（0%）

ベトナム
119千人（2%）



国・地域別 訪日外国人旅行消費額と構成比

出典:観光庁「訪日外国人消費動向調査」

東アジア
6,623億円

54.6%
東南アジア
1,809億円

14.9%

米州
1,088億円

9.0%

欧州
1,021億円

8.4%

韓国
552億円
4.6%

中国
3,893億円

32.1%

台湾
1,222億円

10.1%
香港

956億円
7.9%

タイ
547億円
4.5%

米国
879億円
7.2%

その他
1,035億円

8.5%

2019年
10-12月

1兆2,128億円
東アジア

2,893億円
48.6%

東南アジア
1,182億円

19.9%

米州
772億円
13.0%

欧州
353億円
5.9%

韓国
1,075億円

18.1%

中国
461億円
7.7%

台湾
612億円
10.3%

香港
745億円
12.5%

タイ
324億円
5.4%

ベトナム
201億円
3.4%

米国
689億円
11.6%

その他
468億円
7.9%

2022年
10-12月

5,952億円

ロシア
22億円（0.4%）

カナダ
83億円（1.4%）

オーストラリア
233億円（3.9%）

インド
49億円（0.8%）

地域 2019年10-12月 2022年10-12月

東アジア 54.6% 48.6％
東南アジア 14.9% 19.9％
米州 9.0% 13.0％
欧州 8.4% 5.9％

ロシア
81億円（0.7%）

スペイン
80億円（0.7%）

イタリア
80億円（0.7%）

ドイツ
134億円（1.1%）

フランス
216億円（1.8%）

英国
430億円（3.5%）

カナダ
209億円（1.7%）

オーストラリア
484億円（4.0%）

インド
70億円（0.6%）

フィリピン
107億円（1.8%）

インドネシア
122億円（2.1%）

マレーシア
127億円（2.1%）

シンガポール
301億円（5.1%）

スペイン
27億円（0.4%）

イタリア
38億円（0.6%）

ドイツ
65億円（1.1%）

フランス
94億円（1.6%）

英国
107億円（1.8%）

フィリピン
233億円（1.9%）

インドネシア
170億円（1.4%）

マレーシア
253億円（2.1%）

シンガポール
383億円（3.2%）

ベトナム
223億円（1.8%）
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地域 期間 旅行者数 旅行消費額 1人当たり旅行支出

東アジア

2019年10-12月期 4,626千人 6,623億円 153,863円

2022年10-12月期 1,536千人 2,893億円 188,363円

回復率 33.2% 43.7% 122.4%

東南アジア

2019年10-12月期 1,311千人 1,809億円 138,260円

2022年10-12月期 585千人 1,182億円 202,317円

回復率 44.6% 65.3% 146.3%

米州

2019年10-12月期 573千人 1,088億円 199,148円

2022年10-12月期 300千人 772億円 263,243円

回復率 52.4% 71.0% 132.2%

欧州

2019年10-12月期 383千人 1,021億円 268,497円

2022年10-12月期 128千人 353億円 276,213円

回復率 33.4% 34.6% 102.9%

全国籍・地域

2019年10-12月期 7,464千人 1兆2,128億円 170,434円

2022年10-12月期 2,803千人 5,952億円 212,332円

回復率 37.6% 49.1% 124.6%
出典:旅行者数＝日本政府観光局（JNTO）、旅行消費額・1人当たり旅行支出＝観光庁「訪日外国人消費動向調査」

地域別 訪日外国人 旅行者数・旅行消費額・1人当たり旅行支出と回復率
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51,936 円
30.5%

71,850 円
33.8%

37,216 円
21.8%

46,257 円
21.8%

18,873 円
11.1％

22,863 円
10.8%

7,964 円
4.7%

9,150 円
4.3%

54,319 円
31.9%

62,191 円
29.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年10-12月期

2022年10-12月期

訪日外国人1人当たり旅行支出の費目別構成比

宿泊費 飲食費 交通費 娯楽等サービス費 買物代 その他

出典:観光庁「訪日外国人消費動向調査」

126円
0.1%

22円
0.0%

訪日外国人 1人当たり旅行支出の費目別構成比と伸び率

総 額 宿泊費 飲食費 交通費 娯楽等
サービス費 買物代 その他

2019年10-12月期 170,434 51,936 37,216 18,873 7,964 54,319 126

2022年10-12月期 212,332 71,850 46,257 22,863 9,150 62,191 22

伸び率（2019年比） ＋24.6% ＋38.3％ +24.3% +21.1% +14.9% +14.5% ー

訪日外国人1人当たり費目別旅行支出の伸び率
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水際対策緩和後の訪日回復予測
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2023年（暦年）訪日インバウンド人数予測
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水際対策緩和後の訪日動向と課題
１.申し込み状況
①オンラインホテル予約の急回復
②コロナ禍後の世界的旅行会社利用意向の向上により旅行会社経由での申込比率が19年度よりUP

２．市場回復状況
①中国を除く全ソースマーケットから訪日客が急回復

②主要空港における航空の増便・路線の急回復と地方空港におけるアジア各国との直行便・チャーターフライトの増加
③桜シーズン（３、４月）の顕著な急回復によるオーバーツーリズムの発生懸念
④3月以降の外国籍クルーズの本格回復に伴う寄港数の増加と受入体制の推進
⑤MICE（特にアジアを中心とした法人のMI関連需要）の急速な回復と国際競争激化

３．消費動向
①日本滞在日数の長期化（周遊型・複数都市滞在の増加）
②航空運賃高騰も円安効果による地上費（特にホテル代、食事代等）の相対的割安感
③アジアからの来訪者を中心とする購買力の向上（円安、相対的物価安を背景にショッピング需要の急増）
④サステナビリティに関する関心の高まり
⑤アドベンチャートラベル志向の増加（アクティビティコンテンツの増加）

４．受入体制
①訪日客増加による客室稼働率・訪日客比率の向上と客室単価の段階的高騰
②ホテル・飲食等の受入施設における人員不足、ノウハウ不足
③ツアーガイド不足とレベル回復の遅れによるサービス提供難
④バス、ハイヤー、レンタカー供給量の段階的回復も運転手不足
⑤ツアーオペレーター各社における訪日部門要員不足
⑥フライトの急な変更や発着時刻の不安定性
⑦各自治体による2023年度訪日誘客予算の増加と連動した誘客活動の活性化
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JNTO 2022年度の主な取組

１．出入国規制の動向等を踏まえた機動的なプロモーションの実施

２．旅行消費額増に資する高付加価値旅行の推進

３．地方誘客に資するサステナブル・ツーリズム、アドベンチャートラベルの推進

４．国内外メディアとの連携強化による訪日旅行の魅力の発信

５．地方誘客促進に向けた国内インバウンド関係者との関係強化

６．MICE国際団体と連携した国際会議の誘致強化

新型コロナウイルス感染症や出入国規制の動向、コロナ禍を経た旅行者の意識の
変化等を踏まえ、インバウンド回復に向けて、以下の取組を推進。
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コロナ後の訪日インバウンド戦略

ニューノーマル時代に適応した「持続可能な観光」の実現に向けた取組みニューノーマル時代に適応した「持続可能な観光」の実現に向けた取組み

① サステナブル・ツーリズムの推進・SDGsへの貢献

② アドベンチャートラベル等のテーマ性をもったツーリズムの強化

③ オーバーツーリズム回避に向けた地域誘客の推進（自然型観光）

⑤ 欧米豪・富裕層の誘致による旅行消費額の拡大（稼ぐ観光）

④ MICEのハイブリッド開催によるMICEサステナビリティーの推進

訪日インバウンド市場におけるより一層の質的向上の追求
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16.0%

24.2%

24.2%

25.2%

30.8%

31.1%

32.5%

38.9%

41.7%

42.9%

43.3%

62.5%

85.7%

84.0%

75.8%

75.8%

74.8%

69.2%

68.9%

67.5%

61.1%

58.3%

57.1%

56.7%

37.5%

14.3%

0% 50% 100%

旅行業

情報通信業

運輸業

製造業

建設業

卸・小売業

サービス業

農林水産業

不動産業

飲食店

宿泊業

エネルギー業

金融業・保険業

SDGsの取り組み状況（業種別、n=840）
SDGsに取り組んでいる SDGsに取り組んでいない

2.6%

23.1%

17.9%

17.9%

15.4%

35.9%

20.5%

35.9%

30.8%

20.5%

38.5%

20.5%

56.4%

6.8%

11.9%

12.3%

14.5%

14.9%

21.3%

21.3%

26.0%

28.9%

31.1%

37.0%

37.4%

56.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

経営層や対象部署の理解がえられない

実施しないことにリスクはあまり感じていない

必要な予算が確保できない

運用・改善する方法がわからない

運用する時間的な余裕がない

社会の認知度が低い

具体的な目標やKPIの設定がわからない

必要な人材が不足している

社内の認知が低い

定量的な測定が難しい

SDGsに取り組む上での課題

全業種（n=235）
観光産業（n=39）

費用や時間がかかり企業価値にプラスに
なる認識がない

新型コロナウイルスの感染拡大によって、
SDGsの内容について再検討が必要になった

入札の加点、融資会社の割引など
インセンティブが少ない

SDGsの取り組み状況調査

出典:「観光産業におけるSDGsの取り組み推進に向けた組織・企業団体の状況調査」立教大学観光学部・JTB総合研究所
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２．ツアーオペレーター品質認証制度における取り組み

（1）ポストコロナにおいて、訪日外客からサステナブルツーリズム推進への期待が
高いことを受け、Tour Quality Japan（TQJ）として SDGｓへの取り組みを加重する

（2）ツアーオペレーター品質認証制度認定・更新基準の項目に新たにＳＤＧｓへの取り
組みを追加（２０２３年３月開催第13回TQJ審査委員会より）

（3）ＴＱＪ加盟にあたりＳＤＧｓへの取り組みにおいてミニマムスタンダードを策定
（4）ＴＱＪとしてのブランド価値向上を目的としてサステナブルツーリズムへの
コミットメントをアピールする

JATAにおけるSDGsへの取組

１．JATA SDGsアワードの実施

目的：会員会社が実施している持続可能な開発目標（ＳＤＧs）達成に向けた優れた取組
を表彰することで、旅行業界における取組を推進する。

（1）対象：JATA正会員によるSDGs達成に向けた優れた取組
（2）対象期間：2022年4月～2023年3月に実施した活動及び事業



■ツアーオペレーター品質認証制度とは
本制度は、事業者（ツアーオペレーター）の品質を保証することにより、訪日旅行の品質向上と訪日旅行者が安全、安心で良質な旅
行を楽しんで頂くことを目的として作られた、国からも推奨された品質保証制度です。
ツアーオペレーター業界の自主規制を通じて、旅行手配、旅程管理等の業務はもとより、事業者自身の「企業の法令遵守」、「品質管
理・サービス水準」、「ＣＳＲ」 、「サステナブルツーリズム」という４つの側面から評価し、所定の基準を満たした優れた事業者を認証しよ
うとするものです。認証される事業者が増加することにより、業界全体の一層の品質向上を通じて、訪日旅行者の増加とともにリピー
ター化につながることを期待しています。

■認証基準
１．対象：ツアーオペレーター（旅行会社）
２．評価基準
（１）企業の法令遵守 （２）品質管理、サービス水準 （３）ＣＳＲ（企業の社会的責任、社会貢献活動）
（４）サステナブルツーリズム

国連世界観光倫理憲章（UNWTO）の基本理念を踏まえ、「認証会社及びそのステークホルダーが責任ある持続可能な観光を実現
するべく、世界の環境、文化遺産、社会に与える潜在的悪影響を最小限にしながら、観光産業の発展を最大限に引き出していくため
の具体的な方針を示し、「責任ある観光」を積極的に推進している。

３．認証条件
上記４つの評価基準を数値化し、一定基準以上の業者に対して認証機関である
「品質認証審査委員会」が認証する。ただし、下記は必須条件とする。
①旅行業登録をしていること。
②プライバシーマーク制度においてPマークを取得していること、または１年以内に取得予定
であり、Ｐマーク取得誓約書を提出すること。
③インバウンド保険に加入していること。

ツアーオペレータ－品質認証制度

29
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1 ㈱日本旅行 13 ㈱びゅうトラベルサービス 25 GSE corp. 南薩観光㈱ 37 琴平バス㈱

2 ㈱阪急交通社 14 ㈱トライアングル 26 ㈱ワールド航空サービス 38 タビットツアーズ㈱

3 名鉄観光サービス㈱ 15 ㈱南海国際旅行 27 ㈱ジャルパック 39 ㈱JAPANISSIMO

4 ㈱ジャパングレーライン 16 ㈱エイチ・アイ・エス 28 ㈱日本旅行東北 40 ㈱KNT CB

5 ANA X ㈱ 17 ㈱農協観光 29 ㈱日本旅行沖縄 41 イートラベル㈱

6 ㈱JTB 18 ㈱トッパントラベル 30 ㈱ティ・エ・エス 42 ㈱アジアネットツアー

7 T-LIFEパートナーズ㈱ 19 ㈱ジャンボツアーズ 31 カモメツーリスト㈱ 43 近畿日本ツーリスト㈱

8 東武トップツアーズ㈱ 20 ㈱エヌオーイー 32 ㈱ラティーノ 44 ㈱HANA TOUR JAPAN

9 (株)JTB GMT 21 ㈱小田急トラベル 33 ㈱ＪＣプラン （計44社）

10 中青旅日本㈱ 22 ㈱日本旅行北海道 34 日新航空サービス㈱

11 ㈱ティー・アイ・ジェー 23 西鉄旅行㈱ 35 ㈱平和ITC

12 ㈱JTB沖縄 24 ㈱毎日企画サービス 36 Oriental㈱

ツアーオペレーター品質認証制度認証会社（TQJ）一覧 （2023年1月現在）
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訪問客、産業、環境、受け入れ地域の需要に適合しつつ、
現在と未来の「環境」「社会文化」「経済」への影響に十分
配慮した観光

環境

経済社会文化

★

サステナブル・ツーリズムの定義（UNWTO）

サステナブル・ツーリズムについて

旅行者の意識の変化

59％の旅行者が、
「環境に優しい方法で
旅行するためなら、
旅費が高くなっても構
わない」

（Expediaの2022年オンライン調査による）

出典:expedia group”Traveler Value Index（トラベラーバリューインデックス）“（2022年）



（1）普段旅行をする際にサステイナブルな
取組みを実践しているか。

既に実践

29%

実践したい

64%

実践していない

7%

（2）サステイナブルな取組を実践している／したいと
考えている場合、具体的にどのような取組みか。

・9割以上が、旅行中に「既にサステイナブルな取組を実践」または「実践したい」と回答。
・回答者の一部には「カーボンオフセット料金※２を支払う」との回答も。

6%

14%

39%

48%

50%

70%

84%

90%

カーボンオフセット料金(※)を支払う

宿泊施設が環境に配慮しているか調べる

地方部に滞在する

自分の水筒を使う

環境に優しいアクティビティを選ぶ

宿泊施設で同じタオルを数日使う

公共交通機関を使う

地域の食材を選ぶ

※２:カーボンオフセット
日常生活や経済活動において避けることができないCO2等の温室効果ガスの排出について（中
略）排出量に見合った温室効果ガスの削減活動に投資すること等により、排出される温室効果
ガスを埋め合わせるという考え方及び取組み。（環境省抜粋）
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サステナブル・ツーリズムについて

※１:アンケート概要
対 象:JNTOパリ事務所オウンドメディア（ニュースレター、Facebook、Instagram）登録者・閲覧者
調査方法:上記オウンドメディアからオンライン・アンケートを依頼
期 間:2021年3月10日～4月16日
回 答 数:973

フランス旅行者の意識調査※１

※２
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「自然と自然に根ざした文化」をコンセプトに、サステナブル・トラベルの観光コンテンツ（50件）
を紹介するデジタル・パンフレットを英語で制作。

コンセプト
目次
１．自然を楽しむアウトドア・アクティビティ
２．豊かな生物多様性に触れる
３．エコ・フレンドリーな宿泊施設

特集①:「観光を通じた東北震災復興」
４．豊かな自然風土に根差した食文化を楽しむ
５．古来からつづく温泉・湯治を楽しむ
６．受け継がれる日本の信仰に触れる
７．伝統的な地域・文化財に泊まる

特集②: 「先住民族・アイヌの文化に触れる」
８．地域に根付く伝統芸能を鑑賞する
９．受け継がれる祭りに触れる
10．匠の技に触れる
国際認証・アワード取得地域一覧
About Us
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https://www.jnto.go.jp/jpn/member_logins/members_service/simg/pamph/1683.pdf

JNTOのデジタルパンフレット（4月28日発表）

サステナブル・ツーリズムについて
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● 400年以上続く伝統の「正藍染」で
ジャパンブルーを体感「藍染め体験」

（岐阜県郡上市/ 郡上八幡）

JNTOのデジタルパンフレット（4月28日発表）掲載コンテンツ例

●出羽三山で宿坊宿泊もできる本格的な
「山伏修行体験」

（山形県鶴岡市/ 出羽三山）

34

サステナブル・ツーリズムについて
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※アドベンチャートラベルの国際組織 ATTA (Adventure Travel Trade Association) による定義

35

アドベンチャートラベルについて



ATWS2023北海道大会開催（2023年9月）

旅行会社、宿泊事業者、アウトドアメーカー、観光局・観光協会、メディア、ガイドなど、
約60カ国から700～800名の関係者が参加。

https://events.adventuretravel.biz/summit/hokkaido-2023
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アドベンチャートラベルについて

アドベンチャートラベルのデスティネーションとしての認知の高まり
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①「⾧野の古道を巡る旅」（⾧野県） ②「世界自然遺産の屋久島で黒見岳登山と
リバーアクティビティ」（鹿児島県）

江戸時代に大名や農民、修験者等の旅人が通っ
た中山道や御嶽山等の信仰の道を歩き、宿場町
や宿坊等に宿泊しながら歴史・文化に触れるツアー

屋久島でトレッキングやリバーカヤック等を体験し、
豊富な雨がもたらす水の恵みや生命を体感し、
自然とふれあう喜びを味わうツアー

© Nagano Tourism Organization © Kyushu Tourism Promotion Organization

アドベンチャートラベルの例

アドベンチャートラベルについて
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アドベンチャーツーリズム（AT）の経済効果

890 

2,630 

6,830 
約75兆円
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4,000

5,000

6,000

7,000

2009年 2012年 2017年

アドベンチャーツーリズムの市場規模
（単位:億ドル）

年平均成⾧率
21.0%

年平均成⾧率
43.5% 1,033 

1,257 
1,331 

約15万円

1,722 

2,198 

3,290 
約36万円

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

欧州 南米 北米

各地域の全市場とAT市場の

一人当たり消費額の比較（2017年）

全市場 AT市場

（単位:ドル）

約1.7倍

約1.7倍

約2.5倍

出典:ATTA資料、Euro-Monitor、各種データよりJTB総合研究所作成

・ATの市場規模は2012年の2,630億ドルから、2017年は6,830億ドル（約75兆円）と平均成⾧率21％で拡大
・一人当たり消費額は北米が最も高く、3,290ドル（約36万円）、3地域ともAT市場の単価は、一般的な旅行市場
より1.7倍～2.5倍程度高く、高額（ラグジュアリー）な市場である。 US$1.00=¥110
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１回の旅行で１人100万円以上の着地消費をする層をターゲットに設定

高付加価値旅行について

出典:令和4年5月 観光庁
「地方における高付加価値なインバウンド観光地づくりに向けたアクションプラン」

高付加価値旅行コンテンツ例

ヘリコプタークルーズ

著名な職人との交流
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JNTOによるプロモーション動画の配信

総合版（120秒）
https://www.youtube.com/watch?v=WJEBio9WYlY&list=PL92y26hheciKx1sdsSkSjGy64ZUCG4V2l&index=6

➢6つのテーマ別と総合版の合計7種類を制作し、イベントや広告で活用中

高付加価値旅行について
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2019年実績 2020年目標
（対2019年）

2030年目標
（対2019年）

訪日外国人旅行者数 3,188万人
4,000万人

（125.5%）
6,000万人

（188.2％）

訪日外国人旅行消費額 4兆8,135億円
8兆円

（166.2％）
15兆円

（311.6％）

明日の日本を支える観光ビジョン

「観光先進国」に向けて「観光先進国」に向けて

42

出典:観光庁

2016年3月30日策定
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2022年10月11日
第16回観光立国推進閣僚会議 於:総理大臣官邸

「旅行の早期回復、特にインバウンド消費は円安効果を活
かすとともに、集中的な政策パッケージをまとめて、速やかに
消費額5兆円達成を目指してほしい」

「コロナを乗り越え、地域経済を再生し持続可能な経済社会をつくり上げるた
めに、観光立国の復活に向けて、官民一丸となって観光戦略を強力に進めて
いってほしい」

新たな「観光立国推進基本計画」を今年度末までに策定新たな「観光立国推進基本計画」を今年度末までに策定

指示指示

観光再構築に向けて
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ご清聴ありがとうございました。
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